
１ 対象範囲 

上水道事業・工業用水道事業の平成３０年度決算を対象 

とする。 

２ 対象項目 

環境保全に資する上水道事業・工業用水道事業のすべて 

を対象とする。 

３ 環境保全コスト 

(１) 環境保全対策のための投資額及び費用額とする。 

(２) 環境保全対策のための経費とそれ以外の目的のため

の経費とに明確に区分することが困難なものは、「合理

的な基準による按分」又は「簡便な基準による按分」に

より算定する。 

(３) 人件費は、事業に直接係わるもので、算出が可能な

ものを計上する。 

(４) 減価償却費は、計上する。 

４ 環境保全効果 

(１) 環境保全対策を実施することによる環境負荷の低減量

や資源の有効利用量について、当該対策を実施しな

かった場合との比較により算定する。 

(２) 二酸化炭素排出量の算出は次による。 

電気使用によるもの： 

電力使用量（kWh）×電気事業者別排出係数 

（経済産業省及び環境省公表） 

電気以外のエネルギー使用によるもの： 

地球温暖化対策の推進に関する法律施行令第 3 条による 

５ 環境保全対策に伴う経済効果 

(１) 環境保全対策に取り組んだ結果、取り組まなかった場合と比較

して節減される費用または、環境保全対策に取り組んだことで発

生しなかった費用を計上する。 

(２) できる限り客観的で確実な根拠に基づいて算出される実質的

な効果について計上する。 

６ その他 

(１) 環境会計ガイドライン(環境省 2018 年度版)を参考に作成する。 

(２) 金額は、税抜きとする。 

環境会計作成基本方針

１ 環境会計の概要（平成３０年度（旧水道局）決算）

環境保全対策に伴う経済効果

約１３億４千７百万円

環境保全対策を講じたことにより、講じなかった

場合と比べ節減できた（発生しなかった）と認めら

れる費用額です。 

環境保全コスト

約１２億９千７百万円（費用額）

環境保全対策のための投資額及び費用額です。 

環境保全効果

CO 2 排出量 １,１２８.７ｔ 削減

建設発生土 ８８,５１６㎥ 削減

浄水発生土 ２３,９７１ t を有効利用

（有効利用率 １００％）

環境保全対策に取り組んだ結果、環境負荷をどれだけ 

削減できたかをなるべく定量的に算出しています。 

環境会計とは、環境保全の取組にどれだけのコストをかけ、その結果、ＣＯ２排出量や廃棄物などの環境

負荷をどれだけ削減できたかを可能な限り定量的に算出する仕組みです。 

千葉県企業局では、お客様の水道料金の一部が環境対策にどのように使用され、どのような効果をあげて

いるのかを明らかにするため、平成１４年度から環境会計を導入しています。

※ 項目により、次の 2 通りの整理をしています。 

ⅰ）環境保全対策に取り組んだ結果、取り組まなかった場合と比較して節減できたと認められる費用。省エネルギー

を実施したことによる電気料金の削減額や、工事方法の変更による工事費の縮減などです。 

ⅱ）環境保全対策に取り組んだことで発生しなかったと認められる費用 

（環境保全対策に取り組まなかった場合にかかると想定される費用） 

※ 本報告書は平成 30 年度水道局（上水道事業・工業用水道事業）の実績を対象としているため、造成土地管理事業
の数値は含まれておりません。 
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環境保全コスト 額用費。すまいてし表を額用費び及額資投のめたの策対全保境環

事 業 ご と の 取 組 1,256,230 況状減削目項減削

1 ばい煙ばいじん及び排ガスの測定 ）法止防染汚気大（守遵令法005

2 水運用の効率化 - CO2 排出削減量（従来の配水系統と比較し、電気使用量が削減したことによる効果） 339.1t-CO2／年

＜上水道事業＞ 11,204 CO2 排出削減量（従来の機器と比較し、電気使用量が削減したことによる効果） 27.9t-CO2／年

＜工業用水道事業＞ 12,448 CO2 排出削減量（従来の機器と比較し、電気使用量が削減したことによる効果） 14.5t-CO2／年

4 ちば野菊の里浄水場太陽光発電設備 4,129 CO2 排出削減量（設備導入により、電気購入量が削減したことによる効果） 34.9t-CO2／年

5 配水管の浅層埋設 -
建設発生土の削減量
CO2 排出削減量

442㎥
3.9t-CO2／年

＜上水道事業＞ 431,756
86,680㎥

382.8t-CO2／年

＜工業用水道事業＞ 3,930
1,394㎥

－

7 浄水発生土の乾燥（福増浄水場を除く/ちば野菊の里浄水場・北総浄水場はPFIのため除外） 理処間中のめたの量減土生発水浄781,122

8 浄水発生土の天日乾燥（福増浄水場） 66,356 CO2 OC-t281）果効るよに減削の量用使気電（量減削出排 2／年

＜上水道事業＞ 260,692 18,955t（100％）

＜工業用水道事業＞ 73,563 5,016t（100％）

10 船橋合同庁舎の雨水利用 ）用利に水散地緑や車洗を水雨（用利効有の源資水031

11 水質試験及び原水水質自動監視装置廃液処理 ）律法るす関に掃清び及理処の物棄廃（守遵令法972,2

12 漏水防止 52,238
漏水防止量
CO2 排出削減量

628,092㎥
143.6ｔ-CO2／年

13 浄・給水場及び水質センターの一般・産業廃棄物処理 ）律法るす関に掃清び及理処の物棄廃（守遵令法818,511

4,974

14 グリーン購入（再生コピー用紙の購入等） 率入購の紙用ーピコ生再- 100％維持（「環境配慮物品調達方針」に基づくグリーン購入の促進）

15 エコマーク被服の購入 ）%9.35（率入購の服被クーマコエ479,4

35,736

16 環境情報の開示 進推のンョシーケニュミコ境環977,4

17 環境保全に関する広報活動 〃400,03

18 冊子「水のはなし」負担金 〃51

19 印旛沼水質保全協議会負担金 全保の質水や境環の源水812

20 印旛沼水質保全協力費 〃023

21 江戸川を守る会負担金 〃004

1,296,940

環境保全対策に伴う経済効果  環境保全対策を講じたことにより、講じなかった場合と比べて節減できた（発生しなかった）

経 済 効 果 の 概 要

2 水運用の効率化 。すまいてし上計を金料力電るきで減削、し較比と合場るす水配で統系水配の来従686,8

＜上水道事業＞ 868

＜工業用水道事業＞ 481

4 ちば野菊の里浄水場太陽光発電設備 。すまいてし上計を金料力電るきで減削、い伴に入導備設400,1

5 配水管の浅層埋設 。すまいてし上計を用費るきで減削、し較比と合場るす設埋で度深の来従694,4

＜上水道事業＞ 588,057

＜工業用水道事業＞ 5,368

8 浄水発生土の天日乾燥（福増浄水場） 87,570 発生土を電気等を使用して乾燥処理する場合の費用を計上しています。

＜上水道事業＞ 439,419

＜工業用水道事業＞ 97,098

12 漏水防止 。すまいてし上計を用費な要必にのるくつを水の量分たし止防水漏794,311

1,346,544

環境保全対策に取り組んだ結果、環境負荷をどれだけ削減できたかをなるべく定量的に算出しています。

環境保全効果

CO 2 排出削減量 1,128.7t-CO 2／年 建設発生土削減量 8８,５1６㎥

2 平成30年度決算
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コ ス ト

30 年 度（千円）

省エネルギー対策推進工事
（浄・給水場の照明器具、省エネ機器の導入）

3
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環 境 保 全 対 策 に 伴 う 経 済 効 果 の 合 計

6 建設発生土のリサイクル
　  建設発生土の再資源化量
     CO 2

     CO 2

 排出削減量

     建設発生土の再資源化量
      排出削減量

建設発生土のリサイクル6      発生土を再利用せず、埋立処分した場合にかかる費用を計上しています。

　  浄水発生土の有効利用量（率）

　  従来の機器と比較し、削減できる電力料金を計上しています。

　  発生土を再利用せず、埋立処分した場合にかかる費用を計上しています。9 浄水発生土の有効利用

浄水発生土の有効利用9

3
省エネルギー対策推進工事
（浄・給水場の照明器具、省エネ機器の導入）
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環境保全コスト 額用費。すまいてし表を額用費び及額資投のめたの策対全保境環

事 業 ご と の 取 組 1,256,230 況状減削目項減削

1 ばい煙ばいじん及び排ガスの測定 ）法止防染汚気大（守遵令法005

2 水運用の効率化 - CO2 排出削減量（従来の配水系統と比較し、電気使用量が削減したことによる効果） 339.1t-CO2／年
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7 浄水発生土の乾燥（福増浄水場を除く/ちば野菊の里浄水場・北総浄水場はPFIのため除外） 理処間中のめたの量減土生発水浄781,122
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漏水防止量
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20 印旛沼水質保全協力費 〃023

21 江戸川を守る会負担金 〃004
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環境保全対策に伴う経済効果  環境保全対策を講じたことにより、講じなかった場合と比べて節減できた（発生しなかった）
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